
労務管理

①日本人駐在員のビザ管理、業務引継ぎ

②就業規則、給与表（最低賃金）見直し

③ローカルスタッフの採用・配置転換

④ローカルスタッフの昇格・昇進ルール見直し

⑤労務規制に関する情報収集

税務管理

資金繰り管理

拠点運営

基本情報

財務・会計管理

①日次キャッシュフロー管理

②定期預金管理（レート交渉含む）

③借入金・貸付金残高管理

④為替レート管理（為替予約の検討等）

⑤取引金融機関との関係性構築

①関税、VAT、源泉税等管理

②個人所得税の管理

③移転価格税制対策

④現地税務署からの税務調査対策

⑤税制変更に関する情報収集

①売上・支払管理（現金、掛金、手形）

②棚卸、原価管理

③収益計画の予実管理、損益分岐点確認

④残高試算表、財務報告書の作成・提出

⑤不正発生防止を目的とした社内監査

海外現地法人の運営
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• 中小企業の海外現地法人における日本人駐在員は、最小限の派遣者数で業務運営が
なされているケースが大半です。

• 特に役員として派遣される日本人は、（そのキャリアに関係なく）営業・生産分野のほか、
幅広い経営管理が求められるため、当該派遣者の負担は大きいものとなります。

海外進出
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海外進出

拠点運営

基本情報

（出所）（独）日本貿易振興機構アジア・オセアニア投資関連コスト比較調査（2022年３月）


